
笠間市産木材利用促進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市内林業の振興並びに市産木材の利用促進及び広報を目

的として、市産木材を使用して建築した建築物を取得した者に対し、予算の

範囲内において、笠間市産木材利用促進事業補助金（以下「補助金」という。）

を交付することについて、笠間市補助金等交付規則（平成１８年笠間市規則

第３２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１） 市産木材 市内で伐採された木材であって、市内製材業者において

製材された木材をいう。 

（２） 建築物 次に掲げる住宅又は店舗等であって、売買目的以外のもの

をいう。 

ア 住宅 居住の用に供する建物をいう。 

イ 店舗等 事業の用に供する店舗、工場、事務所、福祉施設、病院等の

建物をいう。ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業及び

同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営むことを目的とする店舗

を除く。 

（３） 取得 建築物を新築し、増改築し、又は新築した建築物を購入する

ことをいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、次の各号のいずれかに該当するも

のとする。ただし、店舗等の新築・増改築については、建築物の外部に市産

木材使用の旨を表示することとする。 

（１） 市内における住宅及び店舗等の新築又は増改築について、建築物に

１立方メートル以上の市産木材を使用しているもの 

（２） 市外における店舗等の新築及び増改築について、建築物に１立方メ



ートル以上の市産木材を使用しているもの。ただし、申請者が市内に住所

を有する場合に限る。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）

は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１） 前条に規定する事業により建築された建築物を取得し、市税等を滞

納していない者 

（２） 同一建築物において、他の森林・林業関係の補助事業による補助金

の交付を受けていない者 

２ 補助金の交付は、同一建築物１棟に対し、１回を限度とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、新築又は増改築を行った部分に使用した市産木材の使

用量に１立方メートル当たり３万円を乗じて得た額とし、６０万円を限度と

する。 

２ 前項の規定により算出された補助金の額に１，０００円未満の端数が生じ

たときは、これを切り捨てるものとする。 

（事業計画の認定申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、あらかじめ事業計画の

認定を受けるため、笠間市産木材利用促進事業計画認定申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

（１） 笠間市産木材利用促進事業（変更）計画書（様式第２号） 

（２） 市産木材使用明細書（様式第３号）又は当該明細書と同様の事項を

記載した書類 

（３） 建築工事請負契約書の写し 

（４） 設計書及び設計図（位置図、平面図、立面図等） 

（５） 工事着手前の建築予定地の写真 

（６） 申請者が法人の場合、法人登記簿（履歴事項全部証明書）の写し 

（７） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（事業計画の認定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、



認定の可否を決定の上、笠間市産木材利用促進事業計画認定（不認定）通知

書（様式第４号）により当該申請者に通知するものとする。 

（事業計画の変更等） 

第８条 前条の認定を受けた者（以下「認定事業者」という。）は、当該認定

を受けた計画（以下「認定計画」という。）を変更しようとするときは、笠

間市産木材利用促進事業計画変更認定申請書（様式第５号）と、第６条各号

に掲げる書類のうち変更に係るものを提出し、市長の認定を受けなければな

らない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、変更

の可否を決定の上、笠間市産木材利用促進事業計画変更認定（不認定）通知

書（様式第６号）により当該申請者に通知するものとする。 

（事業の中止又は廃止） 

第９条 認定事業者は、第７条の認定を受けた日以後において、認定計画に係

る事業を中止し、又は廃止しようとするときは、笠間市産木材利用促進事業

中止（廃止）届（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

（認定の取消し） 

第１０条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、第７

条の規定による認定を取り消すことができる。 

（１） 偽りその他不正な手段により事業計画の認定を受けたとき。 

（２） 認定計画と異なる建築を行ったとき。 

（３） 市長が第７条の認定を通知した日から３か月以内に認定計画に係る

事業に着手しないとき。 

（４） 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により認定を取り消したときは、笠間市産木材利用促

進事業計画認定取消通知書（様式第８号）により認定事業者に通知するもの

とする。 

（市産木材利用建築物の認定申請） 

第１１条 認定事業者は、認定計画による建築が完了したときは、笠間市産木

材利用建築物認定申請書（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて市長に提

出しなければならない。 



（１） 笠間市産木材利用促進事業実績報告書（様式第１０号） 

（２） 市産木材使用明細書（様式第３号）又は当該明細書と同様の事項を

記載した書類 

（３） 市産木材伐採（出荷）証明書（様式第１１号） 

（４） 市産木材出荷証明書（様式第１２号） 

（５） 市産木材使用証明書（様式第１３号） 

（６） 工事中及び完成後の写真 

（７） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７条第５項の検査済証

の写し（同法に規定する申請が必要な場合に限る。） 

（８） 笠間市産木材利用促進事業計画認定（不認定）通知書（様式第４号）

及び笠間市産木材利用促進事業計画変更認定（不認定）通知書（様式第６

号）の写し（変更があった場合に限る。） 

（９） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（市産木材利用建築物の認定） 

第１２条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

市産木材利用建築物の認定の可否及び補助金交付予定額を決定の上、笠間市

産木材利用建築物認定（不認定）通知書（様式第１４号）により当該申請者

に通知するものとする。 

（補助金の交付申請及び請求） 

第１３条 補助金の交付を受けようとする認定事業者は、前条の規定による通

知日以後１年以内に、笠間市産木材利用促進事業補助金交付申請書兼請求書

（様式第１５号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 笠間市産木材利用建築物認定（不認定）通知書（様式第１４号）の

写し 

（２） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定等） 

第１４条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

笠間市産木材利用促進事業補助金交付（不交付）決定通知書兼確定通知書（様

式第１６号）により当該申請者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 



第１５条 市長は、虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けた

者があると認めるときは、当該補助金を返還させることができる。 

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

附 則 

 この告示は、令和６年１２月１日から施行する。 

 


